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質問事項 記述式回答

賃金の上昇及び設備投資の促進に
必要な取組について

�技術革新によって労働需要が若干減っているが、人口動向によって労働供給も減っている。供給減が需要減より
多少大きいので、賃金の上昇が緩やか。数年以内に、供給減が大きく加速するので、政府のやるべきことは（あ）
技術革新を税制改革も入れて促進すること、（い）「働き方改革」案を白紙撤回して、適材適所、アウトサイダーに
チャンスをを促す案を年末までに作成。��1

好調な企業収益や雇
用環境の改善に比べ、
賃金の上昇が緩やかと
なっている要因、また、
今後、賃金がさらに上
昇していくために、政府
はどのような取組を行
うべきか、お考えをご
教示ください。

２

好調な企業収益に比
べ設備投資に力強さが
欠けている要因、ま
た、今後、設備投資（機
械設備、構築物、研究
開発等）を一層促すた
めに、政府はどのよう
な取組を行うべきか、
お考えをご教示くださ
い。

�固定資産税を減らし、流動資産税を増やす。結果は、生産性につながる、ソフトを入れた設備投資を促すこと。消
費税を改革し、複雑すぎる還付システムを簡素化し、固定資産取得をやりやすくするべき。��


